
年次移転価格申告書 2257-SD
早めのご対応をお勧めします。

2023 年 10 月 9 日
移転価格申告書（2257-SD 号書式）は、税務申告書の提出期限から6ヶ月以内にオンラインで
提出する義務があります。したがって、2023年3月31日に課税年度が終了する企業は、遅くと 
も2023年12月31日までに申告書をオンラインで提出する義務があります。

当該申告書は納税者に軽視されがちですが、私たちの経験では、この申告書が税務調査

の際に税務調査官によって利用されることが増えてきています。税務調査において、帳簿と

の不整合等の不備が指摘されると、税務調査への対応がより一層難しくなります。しかし同

時に、この申告書を準備することにより貴社の移転価格政策についての自己評価が可能とな

ります。

2257-SD号書式の提出義務者

この報告義務は、以下のいずれかに該当するフランスの法人

および外国法人のフランスの恒久的施設に適用されます。

•税抜きの年間売上高または貸借対照表に記載された総資産

が5,000万ユーロ以上である

•上記の条件を満たすフランス企業または外国企業が、会計

年度末に、直接的または間接的に、資本または議決権の過

半数を保有する、または保有されている

•税制上の連結グループに属し、その構成会社の1社が上記の

条件のいずれかを満たすもの

移転価格文書の簡略化版

2257-SD号書式は、フランス税務手続法L.13  AA条で規定さ

れている移転価格文書の内容を非常に簡略化したものです。

税務調査対象の明確化

申告書に記載された情報を、税務調査官が事前分析すること

で、より効率的で的を射た税務調査の計画を立てることが可 

能となります。これにより税務調査の実効性が高まることが 

期待されています。

申告手続の方法

実務上、申告書はオンラインで提出する義務があります。連 

結納税グループの場合、この電子申告は、親会社がグルー

プ内の各会社を代表して行う必要があります。

罰則について

申告を怠った場合、違反者には150ユーロの罰金が課されま 

す。また申告書の記載漏れや不正確な記載については、1件

につき15ユーロの罰金が課されます。なお罰金の総額は60 

ユーロ以下、10,000ユーロ以下となります。
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実務対応

たとえ罰則が軽いものとはいえ、移転価格文書や企業会計の

基準を完全に遵守し、細心の注意を払って2257-SD書式を記 
入し、申告を怠らないようにすることが重要です。

また当該申告書の作成には、適確な関連情報の収集と専門的

な分析が必要となります。

そのため、当該報告義務を遵守するためには、できるだけ早

い時期から着手することが望まれるのです。

弊社では専門のチームが2257-SD号書式の準備と見直し、お

よびオンラインでの提出をサポートいたしますので、私たち 

にお気軽にご相談ください。
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